


 

 

 

    

   

  １ 熊本地震等における被害状況            
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平成28年熊本地震  最大震度分布 

熊本地震により被害
が大きかった地域 
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熊本市 熊本市 
西原村 

南阿蘇村 

阿蘇市 

大津町 

宇土市 

宇城市 

菊陽町 

益城町 

御船町 

宇土市 

宇城市 

嘉島町 



アメダス総降水量の分布図（6月18日18時～6月23日9時） 

時間最大（甲佐町） 
150.0ミリ 

時間最大（宇土市） 
122.0ミリ 

時間最大（三角） 
104.0ミリ 

時間最大（山都町） 
126.5ミリ 

熊本地震により被害
が大きかった地域 
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１級白川水系黒川 

被災状況（平成28年5月7日撮影） 

シート張り工、大型土のう積み工及び土砂撤去工完了 
（平成28年5月30日撮影） 

大型土のう積工完了 
（平成28年5月17日撮影） 

被災状況（平成28年4月23日撮影） 

１級緑川水系木山川 

土砂堆積 

クラック 

堤防沈下 

堤防沈下 

平成28年熊本地震 堤防損傷箇所の応急対策工事 
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H28.4.20  撮影 

6月19日からの豪雨による流木等への対応（河川） 
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  ２ 4町村（益城町・御船町・西原村 

   ・南阿蘇村）及び熊本県からの 

    主な意見                
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益城町 

●熊本地震による被災直後は、震災瓦礫にライフ
ラインが塞がれ、また職員は瓦礫の除去や幹線道
路の仮応急工事に追われるなど、被害調査は困難
を極めた。 
 
●自治体間の連携や業者との協定締結が必要。 
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御船町 

●応援職員を県内外の町村会にも要請しているが、
なかなか良い返事がない。 
 
●テックフォースの派遣のおかげで、危険個所の
現地調査などに役立った。 
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西原村 

●被害調査に廻る職員の不足、また道路の被災に
よる通行止め等により被害調査が困難。他の町村
単位での災害協定締結などが必要。 
 
●査定の簡素化により机上査定が増えたことは大
変助かった。 
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南阿蘇村 

●道路や交通機関が途絶し、職員の登庁が困難。 
 
●避難所対応や技術職員の不足により災害対応の
初動が遅れた。 
 
●登庁できない場合の訓練や他自治体との連携・
応援体制の強化が必要。 
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熊本県（１） 

●テックフォースにより、被災箇所の速やかな調査を実施
できた。調査結果は災害復旧工法の検討に役立つとともに、
特に斜面調査等は市町村が発令する豪雨時の避難勧告等に
結びついたと考えられる。 
 
●広範囲な被害が発生している中で、ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰからの映像に
より個別の被災状況が確認でき、その後の調査等に役立っ
た。また、国土地理院の写真も同様に被災状況の連続性等
の確認に役立った。 
 
●災害発生時などの緊急時に、市町村に対して国及び県、
他県、他県市町村などから速やかに応援職員が派遣される
ような体制づくりが必要。 
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熊本県（２） 

●発災直後は、市町村の公共土木施設担当者も避難所等で
の住民対応で手一杯。 そのため、他市町村等からの緊急支
援により、担当者が災害に対応できる体制をつくることが
望ましい。  
 
●今回の災害時には、そのような体制が取れなかったため、
テックフォースにより災害調査 を行っていただいた。 また、
熊本県から技術職員を派遣し支援せざるを得なかった。 
 
● 災害査定や復旧工事を担当する応援職員の任期は、半年
以上が望ましい。 短い期間だと仕事に慣れないうちに交代
となりがちである。 
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熊本県（３） 

●応援職員は、可能な限り、災害の経験者を派遣していた
だきたい。  
 
●熊本地震時の益城町の下水道災害については、被災直後
から国や全国自治体からの支援のもと、多くの経験豊かな
専門技術者により、早期の応急復旧が実現された。また、
災害査定もスムーズに実施された。 
 
●市町村からは、応援職員の派遣について、「手続きが大
変である」「要請した人数が確保されない」といった声が
あると聞いている。 

14 


